
平成３０年７月豪雨災害被災中小企業等に対する 江田

島市災害復旧融資利子補給金交付要綱  

平成３０年１２ 月１４ 日  

（趣旨）  

第１条  市は， 平成３０年７月豪雨 による災害（以下「災害」とい

う 。 ） の 被 害 を 受 け た 市 内 の 中 小 企 業 等 の 復 興 を 支 援 す る た め ，

災 害 復 旧 に 必 要 と な る 融 資 を 受 け た 中 小 企 業 等 に 対 し ， 利 子 補

給 金 を 交 付 す る も の と し ， そ の 交 付 に 関 し て は ， 江 田 島 市 補 助

金 等 交 付 規 則 （ 平 成 １ ６ 年 江 田 島 市 規 則 第 ５ ０ 号 。 以 下 「 規 則 」

と い う 。 ） に 定 め る も の の ほ か ， こ の 要 綱 の 定 め る と こ ろ に よ

る。  

（利子補給金の対象者 ）  

第２条  この要綱による 利子補給金の交付の対象となる者は，災害

の 復 旧 の た め に 次 の 融 資 （ 以 下 「 災 害 融 資 」 と い う 。 ） を 受 け

た 中 小 企 業 者 等 で ， 市 内 に 本 社 又 は 主 た る 事 業 所 を 有 す る も の

とする。  

(１ )  広 島 県 に よ る 県 費 預 託 融 資 制 度 （ 平 成 ３ ０ 年 ７ 月 豪 雨 災

害 復 興 支 援 特 別 資 金 及 び セ ー フ テ ィ ネ ッ ト 資 金 （ 国 指 定 ） ）  

(２ )  株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 に よ る 平 成 ３ ０ 年 ７ 月 豪 雨 特

別貸付  

(３ )  その他災害に起因する融資で市長が特に認めるもの  

（利子補給金の額 ）  

第３条  この要綱による 利子補給金の額は，災害融資に係る利子の

支 払 額 （ 延 滞 利 子 の 額 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） に 相 当 す る 額 と す

る 。 た だ し ， 国 又 は 県 の 利 子 補 給 金 （ 以 下 「 国 県 利 子 補 給 金 」

と い う 。 ） の 交 付 を 受 け る 場 合 に あ っ て は ， 当 該 国 県 利 子 補 給

金に相当する額を除く。  

２  前項本文の利子補給金の額に１円未満の端数が生じる場合は，

その端数は切り捨てるものとする。  

（利子補給金の対象期間 ）  



第４条  この要綱による 利子補給金の対象期間は，災害融資に係る

借入日から起算して ５年以内とする。  

（利子補給金交付申請 ）  

第５条  規則第４条第１項の規定による利子補給金の交付申請書の

様 式 は ， 江 田 島 市 災 害 復 旧 融 資 利 子 補 給 金 交 付 申 請 書 （ 様 式 第

１号。以下「交付申請書」という。） とする。  

２  規則第４条第１項の規定により交付申請書に添付しなければな

らない書類は，次のとおりとする。  

(１ )  災害融資であることが分かる契約書等の写し  

(２ )  災害融資に係る償還予定表の写し  

(３ )  国 県 利 子 補 給 金 を 受 け る 場 合 に あ っ て は ， そ の 決 定 通 知

書等  

(４ )  市税等の滞納のない証明   

(５ )  同意書 (様式第２号 )  

(６ )  その他市長が必要と認める書類  

（利子補給金の交付決定 ）  

第６条  市長は，交付申請書の提出があったときは，その内容を審

査 し ， 交 付 の 可 否 に つ い て 決 定 し ， 交 付 す る こ と を 決 定 し た 場

合 は ， 江 田 島 市 災 害 復 旧 融 資 利 子 補 給 金 交 付 決 定 通 知 書 (様 式 第

３ 号 )に よ り ， 交 付 し な い こ と を 決 定 し た 場 合 は ， 江 田 島 市 災 害

復 旧 融 資 利 子 補 給 金 不 交 付 決 定 通 知 書 (様 式 第 ４ 号 )に よ り 通 知

しなければならない。  

（申請内容の変更）  

第７条  前条の規定による 交付決定を受けた後に ， 次の各号のいず

れ か に 該 当 す る と き は ， 江 田 島 市 災 害 復 旧 融 資 利 子 補 給 金 内 容

変 更 申 請 書 （ 様 式 第 ５ 号 。 以 下 「 変 更 申 請 書 」 と い う 。 ） に そ

の 事 実 が 分 か る 書 類 を 添 付 し ， 市 長 へ 提 出 後 ， 承 認 を 受 け な け

ればならない。  

(１ )  対 象 融 資 制 度 の 利 子 補 給 （ 予 定 ） 対 象 額 等 に 変 更 が あ っ

たとき。  



(２ )  事業所所在地 ，代表者名等の変更があったとき 。  

(３ )  前２号に掲げるもののほか ，市長が必要と認めたとき。  

２  市長は，前項の 変更申請書を受理したときは，変更内容を審査

の上，第６条の規定による決定を変更することができる。  

（変更決定通知）  

第８条  市長は，前条第２項の規定により決定を変更 したときは，

江 田 島 市 災 害 復 旧 融 資 利 子 補 給 金 内 容 変 更 決 定 通 知 書 （ 様 式 第

６号）により，通知しなければならない。  

（利子補給金の確定申請 ）  

第９条  第６条 の規定によ る交付決定を受けた者は， 災害融資に係

る 各 年 度 分 の 利 子 の 支 払 額 及 び 当 該 利 子 支 払 額 に 係 る 利 子 補 給

金 の 額 に つ い て 江 田 島 市 災 害 復 旧 融 資 利 子 補 給 金 確 定 申 請 書

（ 様 式 第 ７ 号 。 以 下 「 確 定 申 請 書 」 と い う 。 ） に 次 に 掲 げ る 書

類を添えて市長に提出しなければならない。  

(１ )  災 害 融 資 に 係 る 利 子 支 払 い 証 明 書 (様 式 第 ８ 号 )又 は こ れ

に代わる書類  

(２ )  国 県 利 子 補 給 金 を 受 け る 場 合 に あ っ て は ， そ の 額 を 証 明

する書類  

２  前項の確定申請書は， 支払対象年度 の翌年度 ４月１０日までに

提出しなければならない。  

（利子補給金の確定 ）  

第１０条  市長は，前条の 確定請求書の提出があったときは，その

内 容 を 審 査 し ， 交 付 金 額 に つ い て 確 定 し ， 江 田 島 市 災 害 復 旧 融

資 利 子 補 給 金 確 定 通 知 書 (様 式 第 ９ 号 )に よ り 通 知 す る も の と す

る。  

（補助金の請求及び交付）  

第１１条  交付決定者は，前条の規定により補助金の額の確 定を 受

け た 場 合 は ， 江 田 島 市 災 害 復 旧 融 資 利 子 補 給 金 請 求 書 （ 様 式 第

１ ０ 号 ） に よ り ， 市 長 に 補 助 金 の 交 付 請 求 を 行 わ な け れ ば な ら

ない。  



２  市長は，前項の規定による請求を受けたときは，速やかに補助

金を支払うものとする。  

（その他）  

第１２条  第５条から前条までの規定に かかわらず，やむを得ない

事 情 に よ り ， 交 付 申 請 の 手 続 が ， 借 入 日 の 属 す る 年 度 の 翌 年 度

以 降 に な っ た 場 合 で も ， 市 長 は ， 交 付 の 可 否 を 判 断 す る も の と

す る 。 こ の 場 合 に お い て ， 補 助 金 の 交 付 に 係 る 手 続 に つ い て は ，

第６条から前条までの 規定の例によ る。  

第１３条  この要綱に定めるもののほか，必要な事項は ，市長が 別

に定める。  

附  則  

 この要綱は， 平成３０年１２ 月 １４日から施行する。  

 

 


